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１

消防防災ヘリコプターの概要

救 助 消 火 救 急

搭乗可能人数は、機種や任務によって異なるが11人～17人

「消防防災ヘリコプターの運航に関する基準」（令和元年告示）に基づき操縦士2人体制で運航

消防防災ヘリの主な用途

（BK117）（AW139）
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１ 令和８年４月１日現在配備状況 ７７機（４６都道府県、５５運航団体（自主運航団体２０団体、混合１団体、運航委託３４団体））
○消防庁保有ヘリコプター ５機（東京消防庁、京都市消防局、埼玉県、宮城県及び高知県が無償使用）
○消防機関保有ヘリコプター ３０機（東京消防庁、１５政令指定都市）
○道県保有ヘリコプター ４２機（３９道県）
※千葉県、東京都、神奈川県、京都府、大阪府、福岡県は消防機関の保有のみで、府県は保有していない。
※宮城県は消防庁ヘリコプターの無償使用のみで、県は保有していない。

２ 未配備県域数 １県域（沖縄県）
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消防防災ヘリコプターの配備状況について（令和８年４月１日現在）
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１号機 ２号機 ３号機 ４号機 ５号機 ６号機 ７号機

配備先団体 東京消防庁 京都市消防局 埼玉県 宮城県 高知県 高知県 東京消防庁

配備年度 平成17年度 平成２３年度 平成２３年度 平成２５年度
平成２５年度

（令和元年度被災）
令和２年度 令和７年度

機体

消防庁ヘリコプターの配備状況について（令和８年４月１日現在）

※５号機は令和元年東日本台風により被災したため、６号機として再配備

※７号機は１号機更新機として令和７年に東京消防庁へ配備
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AW139
（レオナルド社）
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購入時の財政措置の概要

○ 都道府県に配備されている消防防災ヘリコプターの管理運用に要する経費について
普通交付税措置

○ 消防庁ヘリコプターが配備されている地方公共団体については、普通交付税措置額と
実際に要した管理運用経費と差額について、特別交付税措置（措置率0.5）

配備後の財政措置の概要

消防防災ヘリコプター導入・維持に係る財政措置について

○ 緊急防災・減災事業債：7割が交付税措置される

○ 緊急消防援助隊設備整備補助金：補助率 １／２（上限額 828,470千円）
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消防防災ヘリコプターの出動状況（令和７年）

令和７年中における消防防災ヘリコプターの出動件数は、５，５０３件であり、
そのうち救急出動件数は2,430件（約４４％）となっています。

（内訳「一般負傷」754件、 「急病」413件、 「転院搬送」547件、「医師搬送」395件など）
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